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東京消防庁・各政令指定都市消防長 殿 

 
消防庁予防課長   
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構造改革特別区域における「特別養護老人ホーム等の２階建て準耐火建築物 
設置事業」の全国展開について 

 
標記の件について、今般、厚生労働省より別添のとおり通知が発出されました。 

 別添通知は、「厚生労働省関係構造改革特別区域法第２条第３項に規定する省令の特

例に関する措置及びその適用を受ける特定事業を定める省令等の一部を改正する省令」

（平成２４年厚生労働省令第５３号。以下「改正省令」という。）が、本日公布及び施

行されたことに伴い、「所在地を管轄する消防長（消防本部を設置しない市町村において

は、市町村長）又は消防署長と相談の上、非常災害に係る具体的計画に入所者の円滑か

つ迅速な避難を確保するために必要な事項を定める」等の要件を満たしている場合には、

２階又は地階に入所者の日常生活に充てられる居室、静養室、食堂、浴室及び機能訓練

室を設ける場合であっても、特別養護老人ホーム等（特別養護老人ホーム、介護老人保

健施設、短期入所生活介護事業所及び介護予防短期入所生活介護事業所をいう。以下同

じ。）を準耐火建築物とすることができることを主な内容とするものです。 

 消防機関では、これまでも特別養護老人ホーム等を設置しようとする事業者からの相

談に対応いただいているところではありますが、特別養護老人ホーム等を準耐火建築物

とするにあたって改正省令に基づく相談があった場合には、別添通知により特別養護老

人ホーム等の実態を踏まえた対応をお願いします。 

 貴職におかれましては、その運用に十分配慮されるようお願いします。また各都道府

県にあっては、貴都道府県内の市町村（消防の事務を処理する一部事務組合等を含む。）

に対してもこの旨周知されるようお願いします。 
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構造改革特別区域における「特別養護老人ホーム等の２階建て準耐火建築物

設置事業」の全国展開について 

 

 

 

「厚生労働省関係構造改革特別区域法第二条第三項に規定する省令の特例に関する措置

及びその適用を受ける特定事業を定める省令等の一部を改正する省令」（平成 24 年厚生労

働省令第 53 号。以下「改正省令」という。）については、本日公布、施行されたところで

あるが、その趣旨及び主な内容は下記のとおりである。また、改正省令の施行に伴い、関

係通知の一部を別添１のとおり改正し、本日より適用することとしたので、十分御了知の

上、関係者、関係団体等に対し、その周知徹底を図るとともに、その運用に遺漏のないよ

うにされたい。 

なお、この通知については消防庁と協議済みであるので、念のため申し添える。 

 

記 

 

第１ 改正の趣旨 

 

特別養護老人ホーム、介護老人保健施設、指定短期入所生活介護事業所及び指定介護

予防短期入所生活介護事業所（以下「特別養護老人ホーム等」という。）については、原

則として耐火建築物でなければならないこととされており、２階及び地階に居室（療養

室）その他の入所者の日常生活に充てられる場所（以下「居室等」という。）を設けてい

ない場合のみ準耐火建築物とすることとされているが、構造改革特別区域法（平成 14 年

法律第 189 号）に基づく特例措置として、一定の要件の下で、２階に居室等を設ける場

合等にも準耐火建築物とすることが認められているところである。 

今般、当該特例措置について、「構造改革特別区域において講じられた規制の特例措置

写

別 添 



 

の評価に係る評価・調査委員会の意見に関する今後の政府の対応方針」（平成 23 年３月

30 日構造改革特別区域推進本部決定）において全国展開することとされたことに伴い、

特別養護老人ホーム等が、安全性に係る一定の要件を満たしている場合には、２階に居

室がある場合等においても準耐火建築物とすることを可能とするため、所要の省令改正

を行う。 

 

第２ 改正の概要 

 

一 厚生労働省関係構造改革特別区域法第二条第三項に規定する省令の特例に関する

措置及びその適用を受ける特定事業を定める省令関係（第１条関係） 

 

構造改革特別区域における「特別養護老人ホーム等の２階建て準耐火建築物設置

事業」の全国展開に伴い、関係規定を削除する。 

    

   関係規定： 厚生労働省関係構造改革特別区域法第二条第三項に規定する省令の特

例に関する措置及びその適用を受ける特定事業を定める省令（平成 15 年

厚生労働省令第 132 号）第５条及び別表第２ 

 

二 特別養護老人ホームの設備及び運営に関する基準（平成 11 年厚生労働省令第 46

号）、指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準（平成 11 年厚

生省令第 37 号）、介護老人保健施設の人員、施設及び設備並びに運営に関する基準

（平成 11 年厚生労働省令第 40 号）及び指定介護予防サービス等の事業の人員、設

備及び運営並びに指定介護予防サービス等に係る介護予防のための効果的な支援の

方法に関する基準（平成 18 年厚生労働省令第 35 号）関係（第２条から第５条まで

関係） 

 

特別養護老人ホーム等が、以下の要件を満たしている場合には、２階又は地階に

居室等を設ける場合にも準耐火建築物とすることを可能とする。 

 

イ 所在地を管轄する消防長（消防本部を設置しない市町村においては、市町村

長。以下同じ。）又は消防署長と相談の上、非常災害に関する具体的計画（以

下「計画」という。）に入所者の円滑かつ迅速な避難を確保するために必要な

事項を定めること。 

ロ 避難、救出等の訓練については、計画に従い昼間及び夜間において行うこと。 

ハ 火災時における避難、消火等の協力を得ることができるよう、地域住民等と

の連携体制を整備すること。 

 

関係規定： 

・ 特別養護老人ホームの設備及び運営に関する基準第 11 条第１項、第 35 条第



 

１項、第 55 条第１項及び第 61 条第１項、 

・ 指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準第 124 条第１

項及び第 140 条の４第１項 

・ 介護老人保健施設の人員、施設及び設備並びに運営に関する基準第４条第１

項第１号及び第 41 条第４項第１号 

・ 指定介護予防サービス等の事業の人員、設備及び運営並びに指定介護予防サ

ービス等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準第 132 条第

１項及び第 153 条第１項 

 

第３ 留意事項 

 

一 都道府県知事、指定都市の市長又は中核市の市長（以下「都道府県知事等」とい

う。）は、準耐火建築物である特別養護老人ホーム等を設置しようとする者（以下

「申請者」という。）が、所在地を管轄する消防長又は消防署長との相談を以下に

基づき適切に実施したことを確認した上で認可、許可又は指定を行うこと。 

①  申請者は、施設又は事業所（以下「施設等」という。）の基本設計段階におい

て、所在地を管轄する消防長又は消防署長と相談を行う際に、当該基本設計に基

づき建設された場合において、適切な避難活動を行えば安全な避難が可能なこと

を示す資料を提示すること。 

②  具体的には、当該基本設計で定める施設等の建設計画、構造、設備等について、

「社会福祉施設及び病院における夜間の防火管理体制指導マニュアルについて

（平成元年３月 31 日付け消防予第 36 号消防庁予防課長通知）」（別添２）及び

「小規模社会福祉施設に対する消防設備等の技術上の基準の特例の適用について

（平成 19 年６月 13 日付け消防予第 231 号消防長予防課長通知）」（別添３）に

基づき、施設等の建物内の各区画等の滞在可能時間（限界時間）を設定し、想定

される最も避難が困難な入所の状況（施設等が満床であり、かつ、全ての入所者

又は利用者が自ら避難することが困難な者である場合等）及び夜間等の最も職員

配置が希薄な状況において、避難上不利な場所で火災が発生した場合における避

難時間等を算出し、当該避難時間等が各区画等の滞在可能時間（限界時間）を下

回るものであることを示すものであること。その際、避難時間等が各区画等の滞

在可能時間（限界時間）を超える場合においては、当該基本設計で定める施設等

の建設計画、構造、設備等について見直しを行うこと。 

③ 申請者は、消防長又は消防署長から、相談に関する意見を書面で受領し、認可、

許可又は指定の申請の際に、都道府県知事等に提出すること。 

 

二 都道府県知事等は、特別養護老人ホーム等が運営を開始した後、監査時において、

計画に従い昼間及び夜間において避難、救出等の訓練が実施されていること及び火

災時における避難、消火等の協力を得ることができるよう、地域住民等との連携体

制が整備されていることを確認すること。 



 

三 上記の他、特別養護老人ホーム等の運営に当たっては、特に、以下の点に留意す

ること。 

① 要介護度の高い者又は認知症を有する者などの自力避難が困難な入所者につ

いては、一階に入所させる等、十分な配慮を行うこと。 

② 火災時の非常事態に即応するため、入所者等の状態を日常的に把握し、その状

態に応じた適切な搬送体制を確立すること。 

③ 夜間は、職員の配置が希薄となること等から、避難誘導に著しく混乱を生ずる

こともあるので、これに対処できるよう避難体制を整備すること。 

 

第４ その他 

   

平成 23 年８月 12 日付け事務連絡「東日本大震災に係る応急仮設施設整備として特別

養護老人ホーム等及び介護老人保健施設を設置する際の基準について」において、応急

仮設施設として設置される特別養護老人ホーム、介護老人保健施設等（以下「応急仮設

施設」という。）については、平屋建ての準耐火建築物とすることとしているところで

あるが、今回の省令改正の趣旨を踏まえ、応急仮設施設についても、２階に居室を設け

る場合等において、第２の二のイからハに掲げる要件を満たしている場合には、２階建

ての準耐火建築物とすることができることとする。 

 

第５ 施行期日 

 

  公布日 

  



 

別添１ 

 

関係通知の一部改正 

 

 

１ 特別養護老人ホームの設備及び運営に関する基準について（平成 12 年３月 17 日老

発 214 号）の一部改正 

   別紙１のとおり改正する。 

 

２ 介護老人保健施設の人員、施設及び設備並びに運営に関する基準について（平成 12

年３月 17 日老企 44 号）の一部改正 

   別紙２のとおり改正する。 

 

３ 指定居宅サービス等及び指定介護予防サービス等に関する基準について（平成 11 年

９月 17 日老企 25 号）の一部改正 

   別紙３のとおり改正する。 



○ 特別養護老人ホームの設備及び運営に関する基準について(平成12年３月17日老発214号） 抄

（傍線部分は改正部分）

改 正 後 改 正 前

第二 設備に関する事項 第二 設備に関する事項

１ 設備の基準（基準第十一条） １ 設備の基準（基準第十一条）

特別養護老人ホームの建物は、入所者が身体的、精神的に著しい 特別養護老人ホームの建物は、入所者が身体的、精神的に著しい⑴ ⑴

障害を有する者であることにかんがみ、入所者の日常生活のために 障害を有する者であることにかんがみ、入所者の日常生活のために

使用しない附属の建物を除き耐火建築物としなければならない。た 使用しない附属の建物を除き耐火建築物としなければならない。た

だし、入所者の日常生活に充てられる居室、静養室、食堂、浴室及 だし、入所者の日常生活に充てられる居室、静養室、食堂、浴室及

び機能訓練室（以下「居室等」という。）を二階及び地下のいずれ び機能訓練室を二階以上の階及び地下のいずれにも設けていない建

にも設けていない建物については、準耐火建築物とすることができ 物については、準耐火建築物とすることができる。

る。また、居室等を二階又は地階に設ける場合であっても、基準第

十一条第一項第二号に掲げる要件を満たし、火災に係る入所者の安

全性が確保されていると認められる場合には、準耐火建築物とする

ことができる。

基準第十一条第二項における「火災に係る入所者の安全性が確保 「火災に係る入所者の安全性が確保されている」と認めるときは、⑵ ⑵

されている」と認めるときは、次の点を考慮して判断されたい。 次の点を考慮して判断されたい。

①～④ （略） ①～④ （略）

（別紙１）



○ 介護老人保健施設の人員、施設及び設備並びに運営に関する基準について（平成12年３月17日老企44号） 抄

（傍線部分は改正部分）

改 正 後 改 正 前

第三 施設及び設備に関する基準 第三 施設及び設備に関する基準

１・２ （略） １・２ （略）

３ 構造設備の基準 ３ 構造設備の基準

基準省令第四条に定める介護老人保健施設の構造設備については、 基準省令第四条に定める介護老人保健施設の構造設備については、

次の点に留意すること。 次の点に留意すること。

耐火構造 耐火構造⑴ ⑴

介護老人保健施設の建物は、入所者が身体的、精神的に障害を有 同条第一号本文にいう建物は、療養室、談話室、食堂、浴室、レ

する者であることに鑑み、入所者の日常生活のために使用しない附 クリエーション・ルーム、便所等入所者が日常継続的に使用する施

属の建物を除き耐火建築物としなければならない。ただし、療養室、 設（以下「療養室等」という。）をいう。

談話室、食堂、浴室、レクリエーション・ルーム、便所等入所者が

日常継続的に使用する施設（以下「療養室等」という。）を二階以

上の階及び地階のいずれにも設けていない建物については、準耐火

建築物とすることができる。また、居室等を二階又は地階に設ける

場合であっても、基準第四条第一号に掲げる要件を満たし、火災に

係る入所者の安全性が確保されていると認められる場合には、準耐

火建築物とすることができる。

～⑼ （略） ～⑼ （略）⑵ ⑵

４～33 （略） ４～33 （略）

（別紙２）



○ 指定居宅サービス等及び指定介護予防サービス等に関する基準について（平成11年９月17日老企25号） 抄

（傍線部分は改正部分）

改 正 後 改 正 前

第三 介護サービス 第三 介護サービス

一～七 （略） 一～七 （略）

八 短期入所生活介護 八 短期入所生活介護

１ （略） １ （略）

２ 設備に関する基準（居宅基準第百二十三条及び第百二十四条） ２ 設備に関する基準（居宅基準第百二十三条及び第百二十四条）

指定短期入所生活介護事業所の建物は、利用者が身体的、精神 指定短期入所生活介護事業所の建物は、利用者が身体的、精神⑴ ⑴

的に障害を有する者であることに鑑み、利用者の日常生活のため 的に障害を有する者であることに鑑み、利用者の日常生活のため

に使用しない附属の建物を除き耐火建築物としなければならない。 に使用しない附属の建物を除き耐火建築物としなければならない。

ただし、利用者の日常生活に充てられる居室、静養室、食堂、浴 ただし、利用者の日常生活に充てられる居室、静養室、食堂、浴

室及び機能訓練室（以下「居室等」という。）を二階以上の階及び 室及び機能訓練室を二階以上の階及び地階のいずれにも設けてい

地階のいずれにも設けていない建物については、準耐火建築物と ない建物については、準耐火建築物とすることができる。

することができる。また、居室等を二階又は地階に設ける場合で

あっても、基準第百二十四条第一項第二号に掲げる要件を満たし、

火災に係る利用者の安全性が確保されていると認められる場合に

は、準耐火建築物とすることができる。

基準第百二十四条第二項における「火災に係る利用者の安全性 「火災に係る入所者の安全性が確保されている」と認めるとき⑵ ⑵

が確保されている」と認めるときは、次の点を考慮して判断され は、次の点を考慮して判断されたい。

たい。

①～④ （略） ①～④ （略）

（別紙３）
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事業者   

基本設計 

基本設計で定める施設の計画、構造、

設備等について、「社会福祉施設及

び病院における夜間の防火管理体制

指導マニュアル」等に基づき、施設

内の各区画等の滞在可能時間（限界

時間）を設定

想定される最も避難が困難な入所の

状況及び最も職員配置が希薄な状況

において、避難上不利な場所で火災

が発生した場合における避難時間等

を計算 

滞在可能時間 ≧ 避難時間等 

ＮＯ 

見直し 

消防長又は消防署長 都道府県知事、指定都市市長

又は中核市市長 

見直し 

見直し 

適切な避難活動を行えば 

安全な避難が可能なことを示す資料

ＹＥＳ 

相談 

意見書 

意見書を認可等の申請書に添

付 
意見書 

設定等が適切か 
（※） 

意見書が適切か 

認可等 

ＹＥＳ 

ＮＯ 

ＮＯ 

ＹＥＳ 

※消防長又は消防署長は、相談の状況に応じ、都道府県知事等に情報提供を行う。 
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